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平成 29年 6月 14日 

文  化  庁 

平成 28 年度 民間競争入札実施事業 

「次代の文化を創造する新進芸術家育成事業の運営業務」の実施状況について 

１．事業概要 

事 項 内  容 

事業内容 
（ア）育成事業の運営事務局の設置

（イ）平成 28 年度の育成事業に係る文化庁と実施団体との契約手続、概算

払手続、精算手続等に関する支援業務 

（ウ）平成 27年度の育成事業の成果報告書の取りまとめ及び平成 28年度の

成果報告書の様式作成・送付に関する業務 

（エ）平成 29 年度の育成事業に係る実施団体の企画提案の受付に関する業

務 

（オ）平成 29 年度の育成事業の実施団体を選定するための審査委員会に関

する業務 

（カ）平成 29 年度の育成事業に採択された一部の団体等との契約手続き関

係書類に関する業務（※契約変更後追加） 

契約期間 平成 28 年 4月 1日～平成 29年 3月 31日 

受託事業者 株式会社 JTB コミュニケーションデザイン 

受託事業者

決定の経緯 

「次代の文化を創造する新進芸術家育成事業の運営業務」民間競争入札実施

要項基づき、入札参加者（2 者）から提出された提案書について、技術審査

会において評価した結果、技術評価点については、2 者とも必須項目を全て

満たし、加点項目について得点が付与された。続いて平成 28 年 3 月 2 日に

開札したところ、2 者から入札があり、1 者から予定価格の範囲内の入札価

格が提示され、技術評価点に入札価格点も含めて総合評価を行った結果、上

記の者を落札者とした。 

資料２ 



2 

契約金額 27,089,537円（税抜き） 

（※契約変更後 27,904,351 円（税抜き）） 

特記事項 受託事業者への改善指示、法令違反行為等は特になし。 

２．確保すべき質の達成状況及び評価 

①．確保されるべきサービスの質の達成状況

（ア）実施団体からの育成事業に関する質問等に適切に対応できたかについて、文化

庁が実施団体に対して行うアンケート調査において、「適切に対応できていた」又

は「おおむね適切に対応できていた」の割合が、全実施団体の６０％以上である

こと。 

→要件のとおり達成した。（１００％）

（イ）育成事業の提出書類に関する実施団体とのやりとりに関して、文化庁が実施団

体に対して行うアンケート調査において、「適切に対応できていた」又は「おおむ

ね適切に対応できていた」の割合が、全実施団体の６０％以上であること。 

→要件のとおり達成した。（９４％）

（ウ）育成事業の各手続きに関する業務を実施要項で定めるスケジュールどおりに進

めること。 

→文化庁からの要請もあり、業務の分散化のためスケジュールの前倒しを図っ

たことから、実施要項で定めるスケジュールより一部早く終了した。 

（エ）文化庁に提出する育成事業の各書類の内容に、誤字・脱字及び内容の間違い・

欠落がないようにすること。 

→誤字・脱字及び内容の間違い・欠落はほとんどなく、適切に提出された。

②．評価

各業務とも実施要項で定めた確保されるべきサービスの質について要求水準を満た

していた。 

３．民間業者からの改善提案による実施状況 

精算時には限られた出納整理期の間に、必要書類と証憑の確認を行う必要があり、例年 3

月、4 月は文化庁、民間業者ともに業務過多に陥っていたところ、10 月に行う中間報告の

段階において前倒しで確認できるものを確認しておくことで、業務の分散を図る提案を受

けた。実施したところ、精算業務の分散化が図られ、同じく年度末から始まる契約業務の

前倒し等、より計画的な事業の実施に繋がった。 
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４．実施経費の状況及び評価 

(１)実施経費の状況(税込）

　①－１ 従来経費（平成 27 年度）と実施経費（平成 28 年度）との比較

事項 金額 

従来経費（A） 27,686,389円（平成 27年度） 

実施経費（B） 30,132,938円（平成 28年度） 

削減額（C） ▲2,446,549円

削減率（C／A×100） ▲8.8%

※平成28年度実施経費について、事業実施年度の４月に前年度の精算業務と並行して行っていた

契約支援業務の４月分を、当該契約支援業務を３月に前倒しして行うことで、業務の分散を図る

必要が生じたため、その追加業務と必要額を３月８日付け契約変更で追加した。

②－２ 従来経費（平成 27年度）と追加業務を除いた実施経費（平成 28年度）との比較

事項 金額 

従来経費（A） 27,686,389円（平成 27年度） 

実施経費（B） 29,252,938円（平成 28年度） 

削減額（C） ▲1,566,549 円

削減率（C／A×100） ▲5.7 %

（２）評価

平成 28年度に経費が増えた主な理由は、業務の分散を図るため、例年４月以降に行って

いた契約業務を３月に前倒し、業務内容を追加し、必要経費（雑役務費）の増額を認める

契約変更したこと等による。契約変更を行ったことで、精算業務の分散化が図られ、同じ

く年度末から始まる契約業務の前倒し等、より計画的な事業の実施に繋がった。 

また、経費については契約変更による増額で前年度比で 8.8％、従来経費と追加業務を除

いた実施経費との比較で 5.7％の増加となっている。増加の理由は、平成 28 年度から社屋

の移転に伴って外部に事務局を設ける必要が生じ、賃料を計上したことなどによる。 

５．評価のまとめ 

上記の通り、現受託事業者が実施した当事業のサービスの質は、要件のとおり達成され

た。また民間事業者の創意工夫が発揮され、より計画的に事業が実施されたところである。 

しかし、経費については従来経費と追加業務を除いた実施経費との比較で 5.7％の増加と

なっており、民間事業者からの意見も聞きながら実施要項の見直しを図り、新たな参入を

促し、経費削減に努めてまいりたい。 
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６．今後の事業について 

サービスの質については目標が達成され、民間事業者の創意工夫も活かされた。しかし、

２者応札でも予定価格内１者応札であり、本業務における公告期間、入札手続、情報開示

に関する事項等を一層見直し、入札説明会参加者からも継続的にヒアリングを行い実施要

項の改善を図り、民間競争入札の充実を図っていきたい。

平成 29 年度の本事業は、平成 28 年度のスケジュールの見直しを踏まえた契約となって

おり、スケジュールの見直しは必要ないが、民間事業者が変更になったことから、民間事

業者への助言を適切に行い、円滑な実施が行われるよう、前年度以上に注意して実施して

いきたい。 


